
■東京都耐震改修促進計画

住宅＞マンション

・現状：耐震化率 94.4%（令和２年３月）

・目標：令和７年度末までに、耐震性が不十分なマンションをおおむね解消

■令和６年度 耐震化の促進施策

■耐震化の取組状況 （管理状況届出制度の集計データ 令和６年３月末時点）

令 和 ５ 年 ７ 月
東京都住宅政策本部

耐震診断の実施状況
(n=7,821)

耐震性の有無の内訳
(n=2,433)

（１）マンション耐震化促進事業

アドバイザー派遣、耐震診断、耐震改修

（２）マンション耐震化推進サポート事業

（３）普及啓発（マンション耐震化通信等）

（４）命を守るためのピロティ階等緊急対策事業

耐震改修の実施状況
(n=1,253)

令和６年度 旧耐震基準マンションの耐震化の促進

実施済
2,433棟
31.1%

未実施
4,490棟
57.4%

回答無
898棟
11.5%

耐震性無
1,253棟
51.5%

回答無
287棟
11.8% 耐震性有

893棟
36.7%

実施済
327棟
26.1%

未実施
881棟
70.3%

回答無
45棟
3.6%



(1) 耐火建築物または準耐火建築物の分譲マンション

(2) 地上３階建て以上

(3) 昭和56年5月31日以前に建築確認を受けていること

（１）東京都マンション耐震化促進事業

東京都では、昭和５６年以前の旧耐震基準で建設されたマンションの耐震化を促進し、震災に強い都市づくりを進め
るため、マンションの耐震診断及び耐震改修等に関する助成事業を行う都内の区市に対し、補助を実施しています。

１．対象建築物

２．事業の内容

補助対象 補助対象経費

耐震アドバイザー派遣事業

マンションの耐震アドバイザー（専門家）の派遣費用

（耐震化の検討、耐震診断・改修設計・工事等の各段階における専門家からのア
ドバイス）

耐震診断助成事業

マンションの耐震診断費用

（現地調査、設計図書検討、構造躯体診断、建築設備診断、耐震性能評価、耐震
診断報告作成等）

耐震改修助成事業
マンションの耐震改修費用

（耐震改修計画作成、耐震改修設計、耐震改修工事）

建替え助成事業 マンションの耐震改修費用相当分

除却助成事業 マンションの耐震改修費用相当分

区 市

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 20 9

耐震診断 23 11

耐震改修 23 8

【参考】区市補助実施状況（ R6.4現在）

※R6年度から2市が新たに補助制度を開始
（内、1市はR6年度途中から開始予定）



（２）マンション耐震化推進サポート事業



東京都 ヒアリング資料

①マンション耐震化通信

耐震化に係る情報を耐震診断を実施し

ていないマンションに送付

令和6年度は、第9号を５月送付済み。

９月(10号)、１月(11号)に送付予定。

（３）普及啓発（マンション耐震化通信等）

②マンション耐震改修見学会

耐震改修を実施したマンションの見学会を、10月頃に開催予定。

③マンション耐震個別相談会

マンション耐震に係る個別相談会を、10月頃に開催予定。

④マンションポータルサイト

「防サイくんが行く！耐震化マンション訪問記」やマンション耐震改修事例の掲載等

世田谷区
成城学園ビューハイツ墨田区

曳舟ダイヤモンドマンション

第9号



・費用や合意形成等の課題により、すぐには耐震化
に取り組めないマンションがある
⇒まずはピロティ階の補強

・ 過去の大規模な地震では、旧耐震基準のピロティ

建物の被害が大きくなる傾向

詳しくは、東京都マンションポータルサイト
「命を守るためのピロティ階等緊急対策事業」をご覧ください。

（４）命を守るためのピロティ階等緊急対策事業

事業の概要

補助対象者：マンション管理組合
補 助 対 象：ピロティ階等補強の設計費及び工事費
補 助 率：1/2（2,625千円限度）
主 な 要 件：

・旧耐震基準の分譲マンション
・耐震診断済で、地上1または2階のIs値＜0.3とな
る階を有する

・延床面積1,000m²未満のマンションも対象

令和6年度
より拡充


